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海外子会社の製品開発活動 と成果に関する一考察
一 住 友 ス リーエ ムの1960年 代 ～1990年 代 初頭 の事 例 を 中心 に一

多 田 口禾 美

要 旨 本稿 は,住 友 ス リーエムの製品開発活動が グローバル な成果を生成す るまでのプ ロセ

スを解明 し,こ のプ ロセ スに多国籍企業の内部環境 と外部環境(現 地環境)の 要因が いかな

る影響を及 ぼ したのか分析す ることを研究の 目的 と して いる。先行研究の課題を踏 まえ,住

友 ス リーエムの1960年 代か ら1990年 代初頭の事例 にお ける,① 内部環境要因 と外部環境要因

の各構成要素が製品開発活動 に及ぼす影響,② その過程 にお いて生 じる構成要素間の相互作

用,③ それ らの影響 に基づ く製品開発活動が成果 に及ぼす影響を分析 した。その結果,内 外

環境要因の各構成要素 とその相互作用が,海 外子会社の製品開発活動 に及ぼす多様な影響 と

成果 との関係な どが新た に明 らか になった。

AbstractThepurposeofthispaperistoanalyzetheinfluenceofinternal/external

environmentalfactorsonproductdevelopmentactivitiesinanoverseassubsidiaryandits

performance,UsingthedatafromthecasestudyofSumitomo3Mbetweenthe1960sand

thebeginningofthe1990s,Iexaminedthefollowingthreepoints:(1)theinfluenceofthe

elementsofinternal/externalenvironmentalfactorsontheproductdevelopmentactivities;

(2)therelationshipamongtheseelements;and(3)theresultsoftheirinfluenceon

productdevelopmentactivitiesandtheoverseassubsidiary'sperformance.Thecasestudy

suggeststhattheelementsofinternal/externalenvironmentalfactorsinfluenceproduct

developmentactivitiesinanoverseassubsidiaryanditsperformanceinseveralways.
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1.は じ め に

本 稿 は,住 友 ス リー エ ム の製 品 開 発 活 動 が グ ロ ーバ ル な成 果 を生 成 す る まで の プ ロ セ ス

を解 明 し,こ の プ ロ セ ス に内 外 環 境 要 因 が いか な る影 響 を及 ぼ した のか 分 析 す る こ と を研

究 の 目的 と して い る。

グ ロ ー バ ル 競 争 の 激 化,知 識 の 国 際 的 な 分 散 な ど の 様 々 な 環 境 変 化 に よ っ て

(Badaracco,1991;Doz,Santos&Williamson,2001),海 外 子 会 社(1)によ る製 品 開 発 と そ

の成 果 を グ ロ ーバ ル に活 用 す る重 要 性 が 高 ま って い る。

海 外 子 会 社 は,多 国 籍 企 業 内 部 の環 境 と現 地 環 境 と い う外 部 環 境 の2つ に 直 面 す る

(Ghoshal&Bartlett,1990)。 そ の た め,双 方 の環 境 か ら,製 品 開 発 の イ ンプ ッ トと な る

知 識 を獲 得 して 活 用 で き る。 ま た,そ の成 果 は必 要 に応 じて 多 国 籍 企 業 内 全 体 で グ ロ ーバ

ル に活 用 もで き る と い う優 位 性 を もっ た めで あ る。 しか しなが ら,海 外 子 会 社 は,多 国 籍

企 業 全 体 と して の 整 合 性 と効 率 性 を 確 保 しな が ら,現 地 環 境 へ 適 応 しな け れ ば な らな い

(Rosenzweig&Shingh,1991;浅 川,2003)。 ま た,海 外 子 会 社 の製 品 開 発 に は,も と も

と は本 国 親 会 社 が 本 国 で実 施 して い た製 品 開 発 活 動(Vernon,1966)を 移 転 し,本 国 と

は異 な る現 地 環 境 に お い て実 施 しな けれ ば な らな い と い う課 題 も と もな う。 こ の よ うに,

海 外 子 会 社 の製 品 開 発 は優 位 性 を有 す る一 方 で,そ れ を享 受 す る た め に は複 雑 な マ ネ ジ メ

ン トを要 す る と い う特 有 の経 営 課 題 が あ る。

したが って,海 外 子 会 社 の製 品 開 発 活 動 が,い か に して グ ロ ーバ ル な成 果 を生 成 す る の

か,そ こで は い か に して 内外 の環 境 を 活 用 して い く こ とが 必 要 な の か を 解 明 す る こ とは,

理 論 的 に も実 践 的 に も重 要 な研 究 課 題 で あ る と考 え られ る。

そ こで,本 稿 で は,米 国 ス リー エ ム の海 外 子 会 社 で あ る(2),住 友 ス リー エ ムの事 例 研 究

を行 う。 後 述 す る よ う に,住 友 ス リー エ ム の前 身 会 社 は,本 国 親 会 社 で あ る米 国 ス リー エ

ム の 製 品 の 販 売 と製 造 を 目 的 に1960年 に設 立 さ れ た。 住 友 ス リー エ ム が 公 表 す る3M

ジ ャパ ング ル ー プ50周 年 記 念 誌 に よ る と(3),同 社 の1970年 代 は多 角 化 ・製 品改 良 を 推 進 し

(1)今 日の海外子会社 は,生 産,販 売 などの さまざまな役割を担 ってい るが,本 稿で は製品開発拠

点 と しての海外子会社を研究対象 とす る。

(2)同 社 は,米 国の ス リーエム本社が75%出 資 し,住 友電工が25%出 資す る合弁会社で もあ る。 し

か し,米 国 ス リーエ ムが過半 数を出資 して いる。 また,後 述 す るように2003年 以前 まで米 国 ス

リーエムの出資比 率が50%だ った時期 も含 めて,住 友 ス リー エム社 の経営 は一 貫 して米 国の ス

リーエム社の海外子会社 と しての性格が強い。そ こで,本 稿で は住友 ス リーエムを米国 ス リーエ
ムの海外子会社 と して分析 したい。
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た時 代 だ っ た。1980年 代 は研 究 開 発 ・品 質 管 理 を強 化 した時 代 だ っ た。 そ して,1990年 代

に グ ル ー プ最 大 の企 業 と な り,2000年 代 に は グ ロ ーバ ル ・リー ダ ー の役 割 を期 待 され て い

る。 ま た,米 国 ス リー エ ムや そ の海 外 子 会 社 の住 友 ス リー エ ム は,研 究 開 発 を重 視 した経

営 ス タ イ ル を貫 くイ ノ ベ ー シ ョ ンの成 功 企 業 と して 知 られ て い る。 したが って 住 友 ス リー

エ ム は,グ ロ ーバ ル な成 果 を生 成 す る海 外 製 品 開 発 拠 点 の成 功 事 例 と して 考 え る こ とが で

き,本 稿 の 目的 に適 した企 業 で あ る と考 え られ る。

ス リー エ ム に 関 して は既 に多 くの 事 例 研 究 が な され て き た(た と え ば,野 中 ・清 澤,

1987;日 経 ビ ジネ ス,1998;高 井,2001a,2001b;河 合 ほか,2004;日 本 に根 付 くグ ロ ー

バ ル企 業 研 究 会,2005)。 しか し,住 友 ス リー エ ム が グ ロー バ ル な成 果 を生 成 す るま で に,

い か に して 成 長 した の か と い う観 点 か らの長 期 に及 ぶ 史 的 分 析 は ほ と ん どな さ れ て こ な

か っ た。 そ こで 本 稿 で は,住 友 ス リー エ ム にっ いて,設 立 時 の1960年 代 か らグ ロ ーバ ル な

成 果 を生 成 した前 後 の1990年 代 初 頭 まで の製 品 開 発 活 動 を中 心 に事 例 分 析 を行 う こ と に し

た い。

以 降,第2節 で は,先 行 研 究 の課 題 と これ まで の研 究 課 題 を踏 まえ,研 究 の枠 組 を提 示

す る。 第3節 で は住 友 ス リー エ ムの 事 例 を記 述 し,第4節 で は事 例 分 析 を 行 う。 最 後 に,

事 例 分 析 の結 果 を総 括 し,考 察 を加 え る と と も に本 稿 の課 題 を示 し結 び とす る。

2.研 究の枠組

(1)先 行 研 究 の 課 題

海 外 子 会 社 に よ る製 品 開 発 活 動 を個 別 か っ 実 証 的 に分 析 した研 究 は,製 品 開 発 に関 す る

視 点 に よ って,① 活 動 の 変 化 に着 目 した研 究(Ronstadt,1977,1978ほ か),② イ ンプ ッ

トに 着 目 し た 研 究(Pearce&Singh,1992ほ か),③ ア ウ トプ ッ トに 着 目 し た 研 究

(Bartlett&Ghoshal,1989ほ か),④ 活 動 の 変 化 プ ロ セ ス に着 目 した研 究(吉 原,1992ほ か)

の4っ に大 き く分 け られ る(多 田,2009){4)。

これ らの先 行 研 究 を検 討 した結 果,海 外 子 会 社 の製 品 開 発 に関 す る研 究 の課 題 と して 主

に次 の2点 が 明 らか に な っ た。

第1に,イ ンプ ッ トと ア ウ トプ ッ トに着 目 して,海 外 子 会 社 の製 品 開 発 活 動 が,グ ロ ー

(3)住 友 ス リー エ ム ホ ー ム ペ ー ジ 「イ ノ ベ ー シ ョ ンの 系 譜3Mジ ャパ ン グ ル ー プ の50年 」

(http://www.mmmcojp/corporate/pdf/innovation50thpdf,最 終 確 認:2011年9月28日)。

(4)海 外 子 会 社 の製 品 開 発 に 関 す る先 行 研 究 の検 討 と課 題 の詳 細 に っ い て は,多 田(2009)を 参

照 。
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バルな成果を生成するように至るまでの変化プロセスを解明する必要である。①活動の変

化に着目した研究では,海 外子会社の製品開発活動が,現 地市場を対象とした活動か ら多

国籍企業内あるいは海外市場を対象とした活動へと次第にグローバル化する傾向を明 らか

にしているが,そ の変化プロセスを分析 していない。②インプットに着目した研究および

③アウ トプットに着目した研究では,そ の多 くが,内 外環境要因の双方か ら海外子会社に

よる製品開発活動を分析 している。 しか しなが ら,① 活動の変化に着目した研究が指摘 し

た海外子会社 による製品開発活動の多様な地理的範囲を十分に考慮 していない。そこで,

海外子会社がグローバルな製品開発成果を生成するまでの④活動の変化プロセスに着目す

ることが先行研究の課題のひとっに考え られる。

第2に,こ の変化 プロセスの解明に際 しては,内 部環境要因 と外部環境要因の双方

(すなわち,海 外子会社,本 国親会社,多 国籍企業内の他の海外子会社,現 地環境の4っ

の要因)を 分析する必要がある。④活動の変化プロセスに着目した研究では,海 外子会社

の製品開発活動がグローバルな成果を生成するまでの変化プロセスを分析 している。 しか

し,主 に外部環境(現 地環境)要 因を分析 しており,多 国籍企業内部の要因を詳細に分析

していない。 しかし,② インプットに着目した研究および③アウトプットに着目した研究の

多 くが,海 外子会社の製品開発には多国籍企業の内部環境と現地の外部環境の双方が影響

を及ぼすことを明らかにしている。 また,既 述の通り,海 外子会社は,多 国籍企業の内部

環境と現地の外部環境の双方に直面 している。そのために,よ り多様に製品開発の源泉を

求めることができるという優位性を有する一方で,よ り複雑なマネジメントを要する。 した

がって,海 外子会社の優位性 と特有の経営課題の観点から海外子会社の製品開発活動を解

明するためにも,多 国籍企業の内部環境要因と外部環境要因の双方を分析する必要がある。

また,多 田(2010a,2010b,2011ほ か)で は,食 品産業に属する海外子会社2社 の事

例研究およびその比較分析を通 じて,海 外子会社の製品開発活動がグローバルな成果を生

成するまでのプロセスの解明を試みた。 しかしなが ら,他 産業に属する海外子会社を分析

することが研究課題のひとっとして残されていた。

(2)分 析枠組

そこで,本 稿では,先 行研究の課題およびこれまでの研究課題を踏まえ,Schmid&

Schurig(2003)を 出発点 とした図1の 枠組によって,① 内部環境要因と外部環境要因の

各構成要素が製品開発活動に及ぼす影響,② その過程において生 じる構成要素間の相互作

用,③ それ らの影響に基づ く製品開発活動が成果に及ぼす影響を分析することにしたい。
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本稿では,内 外環境要因の構成要素として,多 国籍企業の内部環境と現地環境を構成す

る各主体に注目する。まず,多 国籍企業は,本 国親会社とさまざまな役割を担う海外子会

社から構成 され るため,内 部環境要因の構成要素として本国親会社,顧 客(5),サ プライ

ヤー,流 通企業,R&D拠 点が考えられる㈲。外部環境(現 地環境)の 構成要素には顧客,

サプライヤー,流 通企業,競 合企業,R&D拠 点,政 府機関が考えられる。海外子会社は,

これ らの内外環境要因の各構成要素の影響に基づき製品開発活動を実施する。そして,こ

の影響過程では,構 成要素間に相互作用が生 じることが考え られる。海外子会社は,こ う

した影響に基づ く製品開発活動によって製品開発成果を生成 し,そ の成果は適宜,内 外環

境要因の各構成要素に活用されるという分析枠組である。

以上の枠組を用いた分析によって,先 行研究の課題の克服が可能になると考え られる。

第1に,製 品開発のインプ ットとなる新たな情報や知識は,組 織や人に体化され存在

し,そ の活用は他の実体との相互作用の強度と頻度に特に依存する(Cohen&Levinthal,

1990;Schmid&Schurig,2003)。 そのため,こ の分析枠組によって,製 品開発成果とい

うアウ トプットだけでなく,イ ンプットの分析も可能となる。

第2に,言 うまで もなく,こ の枠組によって,先 行研究の課題である内部環境と外部環

境の双方(海 外子会社,本 国親会社,多 国籍企業内の他の海外子会社,現 地環境)に 着目

した分析が可能になる。 したがって,海 外子会社による製品開発の優位性とそのための経

内部環境要因

1本 国親会社1

〈 1

1顧 客(他 の海外絵 初1

1サ プライヤー(他 の海外f会 社)1

1流 通 企業(他 の海外f会 社)1

IR&D拠 点(他 の海外r会 社)1
海外子会社

製品開発
活 動

製品開発
成 果外部環境要因

レ レ

1顧 客1

1サ プライヤー1

1流 通企業1

1競 合企業1

IR&D拠 点I

l

1政 府機関1 ぐ

図1分 析 枠 組

(出 所)Schmid&Schurig(2003), p.762を 加 筆 修 正 。

(5)多 国籍企業内 には,本 国親会社あ るいは他の海外子会社が生産 ・開発 した製品 ・サ ービスを購

入す る海外子会社 も存在す る。そ う した海外子会社を内部顧客 とす る。

(6)た だ し,Schmid&Schurig(2003)は,内 部環境要因 の構成要素 に流通企業 を含 めて いない。
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営課題の観点か ら,製 品開発活動のあり方を解明することが可能になると考え られる。

このように,先 行研究の課題に対応するうえで も適切な分析枠組と考え られるため,本

稿では図1の 枠組を用いることにしたい。

(3)製 品開発成果のフェーズ

本稿では,同 じく先行研究の課題を踏まえ,海 外子会社の製品開発活動がグローバルな

成果 を生成するまでのプロセスを詳細に分析す るために,表1の 通 り製品開発成果 の

フェーズを設定する。

この4っ のフェーズは,上 位のフェーズになるほど成果が高 くなることを意味 している。

まず,本 国親会社の資源,製 品の移転を受け設立された海外子会社が,文 字通り本国親

会社製品を改良 し現地市場へ導入 した時点を,フ ェーズ1の 成果を生成 した段階 とす る。

この段階については,伝 統的な多国籍企業の理論においても,現 地市場への適合を図るた

めに,本 国親会社製品を改良する海外子会社が存在することを明 らかにしている(た とえ

ば,Vernon,1966)。

次に,海 外子会社が独自の製品を開発 し現地市場へ導入 した時点を,フ ェーズ2の 成果

を生成 した段階とする。この段階以降にっいては,上 述の伝統的な多国籍企業の理論では

想定されていないが,Ronstadt(1977,1978)等 の多 くの研究において指摘されている。

フェーズ3は,海 外子会社が自主的かっ継続的に製品開発成果を生成する段階を分析す

るために設定す る。 この段階は,吉 原(1992)お よび多田(2010a,2010b)な どにおい

て も確認 されている。 フェーズ4は,海 外子会社が,本 国親会社か ら正式 に役割指定

(Birkinshaw&Hood,1998)さ れ,現 地市場だけでな く海外市場あるいは多国籍企業内

向けのグローバルな製品開発成果を生成する段階を分析するために設定する。

以上の枠組と定義を用いて,内 部環境要因,外 部環境要因とその構成要素が海外子会社

の製品開発活動にいかなる影響を及ぼすのか,そ うした活動がいかなる成果を生成するの

か分析することにしたい。

表1海 外子会社の製品開発成果の フェー ズ

フ ェ ー ズ1 海外子会社が,現 地市場へ本国親会社製品を改良し導入する段階

フ ェ ー ズ2 海外子会社が,現 地市場へ自主開発製品を導入する段階

フ ェ ー ズ3 海外子会社が,現 地市場へ多 くの 自主開発製品を導入す る段階

フ ェ ー ズ4
海外子会 社が,現 地市 場へ多 くの自主 開発製 品を導入 し,か っ他 国市場 向けの製品

開発 を実施す る段階
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3.住 友 ス リー エ ム の事 例

(1)住 友 ス リーエ ム の 設 立

1960年2月,現 在 の住 友 ス リーエ ム の前 身 で あ る 日本 ミネ ソタ ス リーエ ム は設 立 され た。

米 国 に あ る ス リー エ ム本 国 親 会 社(以 下,米 国 ス リー エ ム)は,経 済 復 興 の過 程 に あ る

日本 市 場 へ の 本 格 的 な 進 出 に 強 い意 欲 を も って い た。 住 友 電 工 を は じめ とす る住 友 グ

ル ー プ は,米 国 ス リー エ ム の先 進 技 術 と それ を活 用 した製 品 に強 い関 心 を寄 せ て い た。 両

社 の意 図 は合 致 し,50%ず っ を 出資 す る合 弁 会 社 の設 立 を計 画 した。 しか し,当 時 は戦 後

の未 開 放 経 済 体 制 の もと に あ っ た。 こ の合 弁 会 社 の設 立 は,日 本 経 済 の復 興 や 自社 の事 業

の障 害 に な る と して 国 内 の関 連 産 業 各 界 か らの反 対 運 動 に遭 っ た。 当 時 の世 情 は,住 友 側

に よ る 出資 を許 さ な い ものが あ っ た。 そ こで,ス リー エ ム と住 友 の両 者 の合 意 の も と,ス

リー エ ム が全 額 出 資 した 形 で 会 社 を設 立 す る こ と に な っ たω。 両 者 は,早 期 に第2会 社 を

設 立 す る意 向 で あ っ た。

日本 ミネ ソ タ ス リー エ ムで は,社 長 に は 日本 電 気 と住 友 電 工 が 推 薦 す る綱 島 毅 が,専 務

に は米 国 ス リー エ ム よ りG.P.Bickelが 就 任 した。 綱 島 は,就 任 に 際 して米 国 ス リー エ ム

を訪 問 し打 ち合 わ せ を行 っ た。 日本 ミネ ソ タ ス リー エ ム は,社 内 体 制 の基 礎 づ くり,工 場

建 設 を進 め る と と もに,輸 入 業 者 を通 じて 行 わ れ て い た米 国 ス リー エ ム の製 品 を直 輸 入 し

て 販 売 す る業 務 に当 た っ た。 初 年 時 の取 扱 製 品 は,ス コ ッチ ラ イ ト印 反 射 シー ト,工 業 用

テ ー プ製 品 で あ っ た。 翌 年 に は,仕 上 げ研 磨 用 ワ イ ドベ ル トな ど の研 磨 剤 製 品,複 写 機 も

加 わ っ た(8)。

1962年,日 本 ミネ ソ タ ス リー エ ム相 模 原 工 場 が 開所 した 。 同 工 場 の建 設 にあ た って は,

か ね て よ り米 国 ス リー エ ムが 検 討 して お り,同 社 の国 際 事 業 本 部 工 務 本 部 長 が 業 者 と打 ち

合 わ せ を行 っ た。 ま た,工 場 の操 業 開 始 に先 立 って,住 友 電 工 の研 究 所 で の試 作 実 験 も行

わ れ た。 正 式 な開 所 に先 立 っ1961年,相 模 原 工 場 で 生 産 され た最 初 の国 産 品 は,自 動 車 の

内 装 に 用 い ら れ る 接 着 剤EC-880で あ っ た。 翌 年 に は,同 じ く 自動 車 向 け の 接 着 剤

EC-226が 国 産 接 着 材 第2号 と な った。 以 降,相 模 原 工 場 で は,各 種 接 着 剤 の生 産 を 行 っ

て い く。 な か で も,メ ラ ミ ン化 粧 板 な ど の 接 着 に 用 い られ る コ ン タ ク ト型 接 着 剤

EC-1368(9>の 生 産 は,当 時 で は高 度 な技 術 を要 す る もの で あ った 。 接 着 剤 製 造 に取 り組 ん

(7)住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),pp.6-24。

(8)同 上,pp.28-29。
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で 日 も浅 い な か,こ の 国産 化 に成 功 した こ と は,関 係 者 の 大 きな 自信 に っ な が った と い

う。 同1962年 に は,各 種 粘 着 テ ー プ類 の生 産 も開 始 した(1①。

同 年2月,米 国 ス リー エ ム と住 友 グ ル ー プ(日 本 電 気 お よ び住 友 電 工)が50%ず っ 出資

した第2会 社 で あ る住 友 ミネ ソ タ株 式 会 社 が 当初 の 計 画 通 り設 立 さ れ た 。 この 背 景 に は,

か ね て よ り存 在 して い た,米 国 ス リー エ ム と住 友 に よ る合 弁 会 社 設 立 に対 す る反 対 運 動 が

次 第 に収 束 しっ っ して い た こ と に あ っ た。11月,こ の住 友 ミネ ソ タが 日本 ミネ ソ タ ス リー

エ ム を吸 収 合 併 した。 翌12月,住 友 ミネ ソ タ は,住 友 ス リー エ ムへ と社 名 を改 称 し,今 日

に至 って い る。 な お,新 会 社 の社 長 に は 日本 ミネ ソ タ ス リー エ ム の綱 島 が 就 任 し,専 務 に

もお な じ くBickelが 就 任 した 。 こ の よ う な社 長 に は住 友 側 の 人 材 が就 任 し,専 務 に は米

国 ス リー エ ム側 の人 材 が 就 任 す る と い う経 営 体 制 は,ス リー エ ム の 出資 比 率 が 過 半 数 を こ

え る2003年 まで 続 いて い く。

住 友 ス リー エ ム の相 模 原 工 場 は,接 着 剤 類 お よ び(粘 着)テ ー プ製 品 類 に加 え て,1963

年 よ り磁 器 テ ー プ と研 磨 剤 の生 産 を開 始 した。 磁 器 テ ー プ にっ いて は,ま ず 録 音 用 テ ー プ

が,次 い で コ ン ピ ュ ー タ用 テ ー プ の 生 産 が 開 始 さ れ た。 米 国 ス リー エ ム は,こ れ ら の

テ ー プ類 の メ ー カ ー と して も世 界 的 に有 力 な企 業 の1っ だ っ た。1960年 代 に入 る と,日 本

の高 度 経 済 成 長 は ます ます 進 ん だ 。1964年 の オ リ ン ピ ック の東 京 開 催 が 決 定 され,建 築 や

設 備 機 器 関 連 の工 業 製 品 お よ び録 音 テ ー プ類 な ど,オ リ ン ピ ック開 催 にか か わ る あ らゆ る

製 品 の需 要 は増 大 す る一 方 で あ っ た。 ま た,日 本 で も コ ン ピュ ー タが 次 第 に普 及 しつ つ あ

り,64年 にIBM社 が360シ リー ズ を発 表 した の を契 機 に それ は さ らに進 ん だ 。 住 友 ス リー

エ ム は,工 場 設 備 を増 設 しこれ らの国 産 化 を実 現 した。67年 に は ビデ オ テ ー プ の国 産 化 も

実 現 しだ11)。

研 磨 材 は,米 国 ス リー エ ム の そ の後 の繁 栄 を も た らす 契 機 と な っ た製 品 で あ る。 米 国 ス

リー エ ムが1900年 代 初 頭 に開 発 した サ ン ドペ ーパ ー は,1922年 の耐 水 性 サ ン ドペ ーパ ー の

開 発,1925年 の 自動 車 塗 装 に用 い られ るマ ス キ ン グ テ ー プ の 開 発 にっ な が っ た。 そ れ が

1930年 の 防 湿 セ ロハ ン に接 着 剤 を塗 布 した革 命 的 な 新 製 品 感 圧 性 粘 着 テ ー プ に もっ な

が っ た。 これ に よ り,米 国 ス リー エ ム は ヨー ロ ッパ市 場 に も進 出 した の だ っだ1鋤。 住 友 ス

リー エ ム は,相 模 原 工 場 に お いて,ま ず1963年 に工 業 用 ナ イ ロ ンパ ッ ドと 「ス コ ッチ ・ブ

(9)住 友 ス リー エ ムで は,現 在 もEC-1368の 後 継 製 品 を生 産 ・販 売 して い る(住 友 ス リーエ ム ホ ー

ムペ ー ジ:http://www .mmm.cojp/tape-adh/adh/solvent/various/,2011年9月23日 参 照)。

(1① 住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),pp.30-31。

(1D同 上,pp.55-57。

(12同 上,pp.3-4。
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ラ イ ト」 の ブ ラ ン ド名 を冠 した研 磨 材 を加 工 した。 以 降,住 友 ス リー エ ム は これ らの研 磨

材 製 品 の生 産 を拡 充 して い っ た。 ま た,接 着 剤 お よ び粘 着 テ ー プ類 にっ いて も,国 産 化 す

る製 品 の種 類 を増 や した㈹。

生 産 部 門 の活 発 な取 り組 み に応 え て,販 売 部 門 の整 備 も進 ん だ 。1961年 の大 阪 支 店 の開

設 を契 機 に,1968年 まで に札 幌,名 古 屋,大 阪,広 島,福 岡 の5都 市 に事 業 所 が 設 立 され

たω。 と ころ で,住 友 ス リー エ ム は,前 身 会 社 の 時 期 も含 めて1963年 ま で損 失 を 出 して い

た。 そ の後1964年 に東 京 オ リ ン ピ ックが 開 催 され た こ と も あ り,同 社 の磁 気 テ ー プへ の需

要 が急 増 した。 か ね て よ り販 売 して い た複 写 機 は,新 た にOHP(1励 を導 入 し組 み合 わ せ て

販 売 す る こ とで,需 要 が 拡 大 した。 研 磨 材 の売 上 は,顧 客 の特 殊 な注 文 に応 じて 加 工 を は

じめ て か ら急 増 した。 この 結 果,1964年 に 住 友 ス リー エ ム 社 は初 め て の黒 字 決 算 を迎 え

た。 以 降,同 社 は次 々 と製 品 を多 様 化 させ て い く。

(2)自 主改良のはじまり

1968年,相 模原工場内に電気製品技術部が設けられた。これが発展 し,翌69年 に相模原

第1工 場の電気製品研究室が開室された。また,需 要増大に対応するために相模原工場内

に磁気製品工場(第3工 場)と 接着剤製品工場(第4工 場)が 新設された。こうして,国

内生産体制が強化された。生産体制の強化 と前後 して,住 友ス リーエムの社長が交代 し

た。1970年 に新社長に就任 した田辺賢三は,住 友銀行の出身で,ニ ューヨーク支店長を務

めるなど10年間の海外赴任経験を有 していた。

同年,住 友ス リーエムは,全 額出資により山形県東根市に山形ス リーエムを設立 した。

山形 ス リーエムの社長 には田辺が兼任 し,同 社 は録音テープおよび複写機 などの グラ

フィック製品類の生産を開始 した。1972年,山 形スリーエムでは新工場が増設され,こ れ

までは米国ス リーエムからの輸入に頼っていた反射材 シー トの半製品の国産化を実現 し

た。以降,山 形スリーエムが生産に携わる製品は拡大 していった。

1970年 代に入 ると,住 友スリーエムは米国スリーエム社製品の製造 と販売だけでなく,

米国スリーエム製品の改良にも着手するようになった。

上述 したように,高 度経済成長期にある日本では,録 音テープや各種工業テープの需要

は増す一方であった。そ こで,相 模原工場内に研究室および工場 も増設 され,山 形 ス

(13住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),pp.55-61。

㈲ 同 上,p.50。

㈲OHPと は,オ ー バ ーヘ ッ ドプ ロ ジ ェ ク タ の略 称 で あ り,

器 の 一 種 で あ る。
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リー エ ム も竣 工 した。 これ に よ って 住 友 ス リー エ ム の 生 産 活 動 は い よ い よ 本 格 的 に な り,

製 品 の国 産 化 や 設 備 の増 強 も相 次 いだ 。 た とえ ば,1970年 に国 産 化 され た録 音 テ ー プ(型

番:JMT-3001)は,そ の一 環(す な わ ち,国 内 生 産 の 延 長 上 に お い て)と して 住 友 ス

リー エ ムが 開 発 した製 品 と され て い る ⑤゚。

1971年,住 友 ス リー エ ム は,既 存 の米 国 ス リー エ ム 製 品 で あ る 「ス コ ッチ ・ブ ラ イ ト」

ブ ラ ン ドの工 業 用 仕 上 げ研 磨 材 に新 た に木 材 仕 上 げ,金 属 食 器 の仕 上 げ な ど に こ の製 品 の

用 途 を新 し く開 発 した。 こ の こ とが 米 国 ス リー エ ム に も高 く評 価 され,米 国 ス リー エ ム国

際 事 業 本 部 で 行 わ れ た 「新 用 途 開 発 コ ンテ ス ト」 に入 賞 しだ1の。

1972年,住 友 ス リー エ ム は,合 成 樹 脂 の 一 種 で あ る ポ リプ ロ ピ レ ンを基 材 と した包 装

テ ー プ(型 番:Y3533)を 開発 した。 か ね て よ り住 友 ス リー エ ム は,米 国 ス リー エ ムの 各

種 テ ー プ を導 入 して い た。 しか し,ポ リプ ロ ピ レ ンを基 材 と した テ ー プ を開 発 した の は世

界 の ス リー エ ム の中 で 住 友 ス リー エ ムが は じめて で あ っ た。 同 社 は こ の テ ー プ に関 連 した

技 術 情 報 を米 国 ス リー エ ムだ けで な く,イ ギ リス,フ ラ ンス,カ ナ ダ,オ ー ス トラ リア等

の ス リー エ ム の関 係 会 社 に提 供 し,同 種 の テ ー プ類 の開 発 に も大 き く寄 与 した と い う(1鋤。

この よ うに,住 友 ス リー エ ム は製 品 開 発 に も着 手 す る よ うに な っ た。 これ らは米 国 ス

リー エ ム の製 品 を改 良 した もので あ っ た と され る。 た とえ ば,当 時 の住 友 ス リー エ ム の製

品 改 良 にっ いて,次 の よ う な エ ピソ ー ドが 伝 え られ て い る。

「住友スリーエムには,こ の米本社からほとんど毎日のように新製品開発情報が送 られ

て くる。あるときには,1日 で数十件にも及ぶことがある。この情報の中か ら,同 社社内

で日本市場向けに販売可能とみ られるものを選び出し,物 によっては国産化,ま たは全量

輸入販売を決定する。現在,同 社では研磨材,磁 気テープなど2万 種類余りを国内2か 所

の工場で国産化 している。

国産化にあたっては,日 本市場向けに米本社が開発 した製品を作り直す"技 術力"が 必

要 とされ るが,同 社独自の技術開発力なり新製品開発研究はさほど必要 とはならない。

「配当を上回るロイヤ リティを支払 っている』(田 辺社長)と はいえ,こ のあたりが同社の

高収益を生み出している一面で もあろう」働

(1⑤

(1の

(18

(19

住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),p.99。

同 上,p.101。

同 上,p.100。

『日経 ビジ ネ ス」1974年5月27日,p.52。
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「住友スリーエムの現在の成功に果たした米 スリーエム本社の大きな貢献ぶ りが浮かび

上が ってくる。新製品の開発を全面的に米本社に依存する一方,社 内の経営管理組織 も,

それを効率的に導入するため米国式に合わせる。経営効率の点か らすれば,最 もうまいや

り方であっただろう。」2①

他方で,米 国スリーエムに製品開発を依存する体制には弊害も伝え られていた。

「「米国で開発されたユーザー志向の製品が,必 ず しもすべて日本市場で商品化できると

はいえない。日本では米国以上に高水準のモノが要求されることも多い』と,あ る中堅幹

部はいう。(中 略)『 日本市場で顧客とハダで接 しているわれわれの意欲をもっと活用すべ

きではないのか」という社内の声 もある。

また 「新製品が次第に出にくくなっていることは確かだ一』(田 辺社長)と いう事実も

ある。」⑳とされた。

こ う した弊 害 は,米 国 ス リー エ ムが,住 友 電 工 と 日本 電 気 で は な く,よ り フ ァイ ンケ ミ

カ ル の分 野 を志 向 した 日本 企 業 をパ ー トナ ー と して 選 択 して い た な らば,避 け られ た ので

は な いか,と い う見 方 もあ っ た。 こ の点 にっ いて,米 国 ス リー エ ムか ら派 遣 され た ジ ョセ

ブ ・ク ー ン(住 友 ス リー エ ム専 務)は,「 確 か に あ る面 で そ の 指 摘 は当 た って い る。 だ が

米 ス リー エ ム本 社 の方 針 は子 会 社 を100%支 配 す る と い う もの だ 。 も し,日 本 の 同 業 メ ー

カ ー をパ ー トナ ー と して 選 ん で い た な ら,新 技 術 を 日本 に奪 わ れ る と い う危 惧 も 出て こ よ

う。 新 製 品 の 導 入 にっ い て もず っ と慎 重 に な らざ るを え ま い。 無 関 係 の パ ー トナ ー な ら,

そ の点 安 心 して い られ る。 た とえ,短 期 的 に成 長 が 遅 れ る と して も,長 期 的 にみ れ ば こ の

方 が 安 心 だ 一 」 と率 直 に語 っ た と い う⑳。

ク ー ン の こ の言 葉 に 基 づ く と,住 友 ス リー エ ム は 米 国 ス リー エ ム の 強 力 な統 制 下 に

あ っ た と考 え る こ とが で き る。 な お,こ の頃 の住 友 ス リー エ ム は,日 米 相 互 の有 機 的 な結

合 を 目的 と して,米 国 ス リー エ ム と ほ とん ど共 通 した 組 織 体 制 を 採 用 して い た。 た とえ

ば,米 国 ス リー エ ム と同 じ く,製 品 ご と の事 業 部 門 が 独 立 採 算 制 に近 い体 制 を と り,こ れ

②① 『日 経 ビ ジ ネ ス 」1974年5月27日,pp.52-53。

⑳ 同 上,pp.52-53。

⑳ 同 上,p.54。
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らに関する最終決定は業務委員会が行っていたとされる⑳。

(3)自 主 開 発 の は じま り

こ う した状 況 を受 けて,住 友 ス リー エ ムで は,マ ー ケ テ ィ ング な ど の分 野 で これ まで 以

上 に米 本 社 との 効 率 的 な結 び っ きを 強 め た。 「単 に米 ス リー エ ム 社 の 子 会 社 と して 従 属 す

る ので な く,あ る程 度 の独 自技 術 の開 発 や 米 本 社 と の市 場 情 報 の交 換 な ど を志 向 し始 めて

い る 」 と い う⑳。 他 方,こ の 頃,こ れ ま で 急 成 長 を 続 け て い た 日本 経 済 は,次 第 に停 滞

し,安 定 期 へ と向 か い は じめ た。 住 友 ス リー エ ム は,「 低 成 長 経 済 で 景 気 沈 滞 気 味 の と き

こ そ新 製 品 を導 入 し,日 本 市 場 に合 っ た製 品 を 開 発,改 良 す る こ と は急 務 」 で あ る と し

て,同 社 の技 術 部 門 が 力 を入 れ は じめ た⑳。

こ う した動 き と前 後 して,1973年,住 友 ス リー エ ム は,静 岡 県 富 士 市 に 自動 車 礒 装(筆

者 注:ぎ そ う)製 品 技 術 研 究 所 を開 設 した。 当 時,自 動 車 の外 装 に用 い る ア ップ リケ な ど

の製 品 類 の販 売 活 動 は め ざ ま し く,こ れ に と も な い,技 術 サ ー ビス 業 務 の 拡 充 が 必 要 に

な っ た。 そ こで,自 動 車 や モ ー タ ー サ イ ク ル の外 装 にか か わ る技 術 開 発 お よ び加 工 の専 門

研 究 所 が 設 立 さ れ た わ け で あ る。 同 技 術 研 究 所 は,当 初 か らATC(Automotive

TechnicalCenter)と 呼 ば れ た⑳。

同1973年,住 友 ス リー エ ム は,各 種 事 務 機 を専 門 に扱 う ス リー エ ム ・ビジ ネ ス シ ス テ ム

ズ を設 立 した。 複 写 機 を は じめ と す る複 写 製 品,OHP,マ イ ク ロ フ ィル ム製 品,音 響 製

品 お よ び そ の他 事 務 機 関 係 の 各 種 製 品 の 直 販 とサ ー ビス 体 制 の充 実 を 目 的 と した もの で

あ っ た⑳。

1974年,住 友 ス リー エ ム は同 社 自身 が 「日本 初 の イ ノベ ー シ ョ ン」 ¢8と呼 ぶ接 着 剤 を 開

発 し日本 市 場 へ と導 入 した。 したが って,こ の製 品 は同 社 の 自主 開 発 に よ る も の と考 え る

こ とが で き る。 こ の製 品 は,2011年 現 在 も住 友 ス リー エ ム の一 部 接 着 剤 に用 い られ て い る

ク ロ ロ プ レ ンを基 材 と した水 性 の接 着 剤 で あ る。

従 来,接 着 剤 は石 油 化 学 系 の有 機 溶 剤 を使 う ものが ほ とん どだ っ た。 しか し,有 機 溶 剤

は① 光 化 学 ス モ ッグ の原 因 に な る な ど,大 気 汚 染 上 の問 題 が あ る,② 引 火 性 が 強 く,火 災

⑳ 『日経 ビジ ネ ス」1974年5月27日,p.54。

⑳ 同 上,pp.52-53。

⑳ 住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),p.114。

㊧ 同 上,p94。

⑳ 同 上,p.95。

⑳ 「イ ノ ベ ー シ ョ ンの 系 譜 一3Mジ ャパ ン グ ル ー プ の50年 一 」,p.2(http://wwwmmm.cojp/

corporate/pdf/innovation50thpdf,最 終 確 認:2011年9月28日)。 同 誌 に は この水 性 接 着 剤 の 開 発

は1975年 と され て い るが,住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982)等 で は1974年 と され て い る。
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や爆発の恐れがあることが主な理由となって,厳 しい規制を受けはじめた⑳。1974年 には,

光化学スモッグの防止を目的として,炭 化水素環境基準の設定が行われた。また,労 働安

全衛生の観点か らも有機溶剤の規制強化への動きが見 られた。さらに,有 機溶剤自体が不

足 し価格が高騰 したこともあって,各 社は接着剤の無公害化を激 しく競っていた。

そこで,住 友スリーエムは,ク ロロプレンを基材とした引火性の弱い水性接着剤を開発

したわけである。このように溶剤型接着剤の有機溶剤を水媒体に転換するには高度な技術

が必要で,業 界では長年の検討課題であった。無公害化に対応 した水性接着剤は,他 社に

先駆けて住友スリーエムが開発に成功 したものであった。同社は,1975年 に第2号 の水性

接着剤を開発 したG①。

この他にも,住 友スリーエムは,米 国スリーエム社製品を改良 し日本市場へ導入 してい

る。たとえば,1974年 に導入 した磁気録音 テープ(JMT-3100)は,か ねてより放送録音

テープの基準品質の向上を意図 した日本放送協会および日本民間放送連盟と協力 して研究

した成果である61)。同年には,1950年 代に米国ス リーエムが世界で初めて開発 した虫歯修

復用の充填材を改良 し,新 しい原材料を加えて高品質な充填材を開発 した㈱。

1976年,住 友スリーエムは医療用製品営業部を独立させ,米 国スリーエムとの50%ず っ

の出資によりスリーエム薬品を設立 した。同社の社長には,住 友スリーエム社長の田辺が

就任 し,同 社自体 も住友ス リーエムの自社 ビル内に置かれた。別会社設立の最大の理 由

は,日 本の薬事法に則 した製品管理を行うために,専 門の会社を立ち上げるためであった。

翌1977年,住 友スリーエムは,1960年 代末に相模原工場内に設立された電気製品研究室

を拡張させ,電 気製品技術研究所を設立 した。研究所の主な業務は,主 に電力,通 信,電

機,電 子部門の新製品の開発テスト,新 技術の開発,試 験である。 この研究所の設立は,

米国ス リーエムか らも強い支持を受 けた。米国ス リーエムは,米 本国,西 ドイッ(当

時),日 本の3か 国における研究所間の緊密な連携による研究成果に大きな期待を寄せて

いたか らである。同研究所は,① 日本市場により適合 した製品を生み出すこと,② 顧客の

具体的な要求に基づ く開発,試 作を実施すること,③ 既存の製品,技 術を補正 し,市 場要

求に合致させていくことを目標に掲げた。

翌年,こ の電気製品技術研究所に隣接 して,相 模原工場内に技術 センターが設立 され

た。この目的は,日 本市場のニーズに即応できる,住 友スリーエム独自の新製品開発体制

⑳ 『日経 産 業 新 聞 」1974年6月28日 。

G① 住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),pp.116-117。

㊤D同 上,p.114。

劒 同 上,p.118。
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の一翼を担うことであった。技術センターは,大 きくは分析センターと工業用製品技術部

とで構成される。前者は,製 品,原 材料の化学分析あるいは物理特性試験を主な業務とし

た。後者は,化 学製品,接 着剤製品,ビ ルサービスおよび関連製品,研 磨剤製品,テ ープ

および関連製品の技術部門か らなる。今まで3か 所に分散されていた研究設備が1か 所に

集約され,各 部門の技術の補充や組み合わせが可能となった。以上の電気製品技術研究所

と技術センターの設立は,住 友スリーエムの積極政策のあらわれであり,住 友スリーエム

の研究所を強化 ・拡充することの必要性が認識されたか らだという㈹。

住友スリーエムは,こ のような研究施設の拡充とともに特に生産に従事する人々の創意

工夫を積極的に活用するため,1977年 より相模原工場において 「アイデア77」 と名づけた

創意工夫提案制度を導入 した。 これは,「 自分たちの仕事は自分たちで改善を」 という全

員参加の考え方を工場全体で実践することを目的としている。以降,「 アイデア78」 「アイ

デア79」 と,住 友スリーエムは同制度を継続 していく。

同年,住 友ス リーエムは,米 国 ス リーエム国際事業本部が実施す る 「パ スファイ ン
　 　 　 　

ダー表彰制度」の一環 として,「パスファイ ンダー提案制度」を実施 した(傍 点,筆 者)。

この制度は,製 品の改良,開 発,市 場の開拓等を目的として,① 新製品を開発 し既存市場

や新市場に導入する,② 現在の製品を新市場に参入させる,③ 現在の製品を改良 し既存市

場や新市場に導入 して販売を拡大させるなどの新事業分野を開拓するための提案を求める

ものである。

住友スリーエムの提案制度によって採用された案件は,そ れぞれの新事業5か 年計画を

添付 し米国スリーエムのパスファインダー委員会に送 られる。この委員会が,各 国か ら送

られた案件を審査 し,新 規事業計画として適切と認められた案件は,米 国スリーエム国際

事業本部担当社長か ら表彰される,と いう制度である。住友スリーエムでは,1978年 には

8件 提案 し4件,翌 年は14件提案 し4件 が 「スリーエムインターナショナルパスファイン

ダー賞」を受賞 した6の。受賞案件の中には,上 述 した 「日本初のイノベーション」の水性

接着剤 も含まれていた。

(4)自 主開発の積極化と海外市場向けの製品開発

1981年,住 友スリーエムの社長に,新 たに日本電気出身の奥田英博が就任 した。上述 し

たように,住 友スリーエムは1974年 に水性接着材を初めて自主開発 し,技 術センター等を

㈹ 住 友 ス リー エ ム社 史 編 纂 室(1982),pp.128-129。

Gの 同 上,pp.132-134。
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設 立 し,製 品 開 発 体 制 の拡 充 に努 めて き た。 しか し,依 然 と して 米 国 ス リー エ ム の製 品 改

良 が 中 心 で あ った。 奥 田 は,住 友 ス リー エ ム 独 自 の技 術 開 発 に も注 力 す る意 向 だ っ た絢。

た と え ば,「 確 か に,米 国 本 社 か らの輸 入,本 社 製 品 の コ ピー の 販 売 に これ ま で頼 って き

た こ と は事 実 だ。 しか し,こ れ か ら は 自主 開 発 に力 を 入 れ な け れ ば な らな い。」 ⑯と述 べ

て い る。

こ の意 向 は実 現 され,1983年 時 点 で 住 友 ス リー エ ム の役 割 の中 心 は,米 国 ス リー エ ム製

品 の輸 入 販 売 か ら,技 術 や ノ ウハ ウ を導 入 して の製 品 開 発 へ と移 行 しっ っ あ る。 国 内 生 産

の比 率 は70%に 達 した。 ま た,製 品 を 日本 市 場 に適 合 させ る た め の改 良 技 術 も急 速 に発 展

して き た と い う。 同 社 は,既 存 の技 術 研 究 機 関 と部 門 を集 約 し,相 模 原 工 場 内 に中 央 研 究

所 を設 立 す る こ とを 決 定 した⑳。 設 立 の 目 的 は,こ れ まで 製 品 の 口本 市 場 向 けの 改 良 や 販

売 員 の技 術 研 修 な ど の補 助 的 な機 能 に留 ま って い た各 研 究 開 発 組 織 を,日 本 市 場 向 け の本

格 的 な製 品 開発 の た め の 組 織 にす る こ とで あ る㈱。 同 研 究 所 は,改 良 技 術 の み な らず,将

来 的 に は基 礎 研 究 も手 が け る総 合 的 な研 究 所 とす る こ と も検 討 され て い る。 さ らに中 央 研

究 所 で は,米 国 ス リー エ ムか ら も技 術 者 を受 け入 れ,日 米 共 同 の開 発 業 務 を開 始 す る こ と

も検 討 され たG9。

そ こで,住 友 ス リー エ ム は米 国 ス リー エ ム と の共 同 開 発 を活 発 に行 って い く。 特 に フ

ロ ッ ピー デ ィス ク な ど の磁 気 製 品 分 野 に お いて,米 国 ス リー エ ム は,住 友 ス リー エ ム と の

技 術 交 流 を住 友 ス リー エ ムが 先 行 す る形 で これ まで 以 上 に密 接 に行 う方 針 だ と い う。1984

年 現 在,米 国 ス リー エ ム は,フ ラ ンス,イ タ リア な ど各 国 に50以 上 の海 外 子 会 社 を も って

い た。 こ う した各 国 の なか で,磁 気 製 品 分 野 で は 日本 市 場 の動 向 が 世 界 の指 標 に な る こ と

が 判 断 され た。 そ こで,住 友 ス リー エ ムが こ の分 野 の戦 略 拠 点 に位 置 づ け られ た。 これ ま

で,各 国 に あ る ス リー エ ム の海 外 子 会 社 の製 品 は,品 質 や 生 産 体 制 の相 違 か ら,統 一 性 に

乏 し く相 互 供 給 が 困 難 で あ っ た。 しか し,磁 気 製 品 分 野 で は 日本 を基 準 と して 製 品 の統 一

性 を 向上 さ せ る計 画 で あ る。 そ の た め に,技 術 者 を 活 発 に交 流 させ る こ とに な った ω。 以

上 の経 緯 か ら,住 友 ス リー エ ム は1984年 よ り,日 本 市 場 のみ な らず,海 外 市 場 向 け の製 品

開 発 を実 施 す る よ う に な っ た と考 え る こ とが で き る。

1985年 に は,米 国 ス リー エ ム の オ ー デ ィ オ ・ビデ オ事 業 国 際 部 門 の マ ー ケ テ ィ ング部 長

㈱ 『日本 経 済 新 聞 」1981年11月5日 。

㈱ 『日経 ビジ ネ ス」1981年12月28日,p.86。

⑳ 『日経 産 業 新 聞 」1983年2月14日,1983年10月5日 。

㈹ 『化 学 工 業 』1984年9月 号,pp.68-69。

㈱ 『日経 産 業 新 聞 」1983年2月14日,1983年10月5日 。

㈲ 同 上,1984年3月8日 。
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が,住 友 ス リー エ ム の磁 気 製 品 事 業 部 マ ー ケ テ ィ ング 部 長 と して 派 遣 さ れ た。 米 国 ス

リー エ ム は,ビ デ オ テ ー プや フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク市 場 を重 視 して い く意 向 で あ っ た。 そ こ

で,上 述 した よ う に顧 客 ニ ー ズが も っ と も先 行 し,競 争 企 業 の ほ とん ど存 在 す る 日本 で 戦

略 を学 ぶ 必 要 が 生 じた ので あ る。 ス リー エ ム は,世 界 的 に 「ス コ ッチ」 ブ ラ ン ドで ビデ オ

テ ー プ類 を 販 売 して い る が,ど の 国 に お い て もTDK,日 立 マ クセ ル,富 士 写 真 フ イル ム

と い っ た 口本 の磁 気 製 品 メ ー カ ー と激 しい競 争 が 展 開 され て い た。 こ の ほか に,磁 気 関 係

の技 術 者 も住 友 ス リー エ ム に派 遣 され,同 社 の磁 気 製 品 関 連 技 術 を積 極 的 に吸 収 す る予 定

だ と い うω。

同 じ1985年,相 模 原 工 場 内 に既 述 の中 央 研 究 所(テ ク ニ カ ル セ ンタ ー)が 完 成 した。 住

友 ス リー エ ム は,大 規 模 施 設 の設 立 を契 機 に,製 品 開 発 を は じめ とす る研 究 開 発 の取 り組

み を本 格 化 させ て い く。 住 友 ス リー エ ム社 長 の奥 田 に よ る と,同 社 は 「日本 市 場 に合 っ た

マ ー ケ ッ トニ ー ズ志 向 型 の製 品 を 日本 技 術 で 作 る時 代 に こ こ数 年 急 転 換 」 して い た。 米 国

ス リー エ ム社 製 品 を そ の ま ま生 産 す る だ け で は あ ま り意 味 が な く,「 米 国 製 品 と は異 な る

日本 人 好 み の,日 本 市 場 に合 っ た独 自 の製 品 を いか にっ くるか が 問 題 。 と りわ け品 質 や 規

格 に厳 格 なハ イ テ ク(高 度 先 端 技 術)製 品 で は なお さ らの こ と」 で あ る。 た とえ ば,住 友

ス リー エ ム が扱 うVTRテ ー プや フ ロ ッ ピー デ ィス ク は,中 身 も外 装 も米 国 ス リー エ ム製

品 と は異 な る ものだ と い うω。

こ う した海 外 子 会 社 の 独 自製 品 の 開 発 は,米 国 ス リー エ ム と して も 「望 む と ころ」 で

あ った。 当 時 の米 国 ス リー エ ム のCEOレ ア ー に よ る と,「 ス リー エ ム は 多 角 化 さ れ た 多

国 籍 企 業 で あ り,海 外 子 会 社 の独 自性 を生 か しっ っ 独 創 的 な新 製 品 開 発 を進 めて い く」 こ

と を基 本 戦 略 と して い た。 事 実,住 友 ス リー エ ムが 開 発 した フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク のバ イ ン

ダ ー シス テ ム は,日 本 市 場 で 成 功 した の を契 機 に,各 国 の ス リー エ ムが 採 用 し世 界 市 場 で

広 が って い た㈹。

1987年 時点 の 住 友 ス リー エ ムで は,特 に 電 子 関 連 分 野 に お い て新 製 品 が 続 々 と誕 生 し

た。 た とえ ば,は じめ て エ レ ク トロニ ク スへ 的 を 絞 った 接 着 剤 を 開 発 す るな ど,米 国 ス

リー エ ム に は な い独 自製 品 の開 発 が 進 ん だ 。 当 時,電 子 産 業 は 日本 企 業 が 米 国 な ど の他 国

の企 業 を リー ドして い る部 分 が 多 い た め,特 に民 生 用 電 機 向 け の領 域 は住 友 ス リー エ ムが

ス リー エ ム グ ル ー プ の中 で 開 発 の主 力 に な っ た。1985年 に完 成 した テ ク ニ カ ル セ ンタ ーが

㈲
ω
㈹

『日経 産 業 新 聞 」1985年1月12日 。

同 上,1985年11月12日 。

同 上,1985年11月12日 。
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そ の開 発 拠 点 に な った 卿。 住 友 ス リー エ ム は,1986年 に は第2の 生 産 子 会 社,岩 手 ス リー

エ ム を設 立 した。 岩 手 ス リー エ ム は,工 業 用 粘 着 テ ー プ の一 貫 製 造 ラ イ ンを備 え,多 品 種

少 量 生 産 に対 応 で き る 自動 化 生 産 シス テ ム を導 入 した㈲。 同 社 は,翌 年 よ り粘 着 テ ー プ の

生 産 を開 始 した。

住 友 ス リー エ ム は,上 述 した よ う に既 存 製 品 の生 産 体 制 を整 備 す るだ けで は く,他 社 と

の提 携 を進 め た。1988年,米 国 ス リー エ ム お よ び新 日鉄 と の合 弁 に よ り,米 国 ス リー エ ム

が 世 界 で 初 め て 開発 した半 導 体 実 装 用 の二 層 構 造TABテ ー プ を 扱 う新 会 社 を 設 立 した。

新 会 社 日本 イ ンタ ー コ ネ ク シ ョ ンに は,住 友 ス リー エ ムが34%,米 国 ス リー エ ム と新 日鉄

が 各33%ず っ 出資 した。 ス リー エ ム側 は,エ レク トロ ニ ク ス関 連 分 野 で 高 い技 術 力 を もっ

もの の,日 本 企 業 を中 心 に競 合 企 業 が 多 く苦 戦 して い た。 新 日鉄 は,半 導 体 関 連 事 業 へ の

進 出 を 企 図 して い た が,生 産 技 術 に長 け る一 方 で 半 導 体 に関 す る基 盤 技 術 を 有 して い な

か っ た。 そ こで,ス リー エ ム側 と して は,新 日鉄 と提 携 す る こ とで,日 本 的 経 営 手 法 や 生

産 技 術 を 取 り込 み,エ レ ク トロ ニ ク ス 分 野 で積 極 的 に 日本 市 場 の 開 拓 を 目指 した の だ っ

た㈹。

他 方,こ の頃 の米 国 ス リー エ ムで は,全 世 界 に広 が る拠 点 か ら集 ま っ た マ ー ケ テ ィ ング

情 報 と技 術 を 融合 して,新 製 品 に結 びっ け る体 制 を 採 用 して い た とい う㈲。 た とえ ば,住

友 ス リー エ ム が,米 国 ス リー エ ム の製 品 を 改 良 して 開 発 した 断 熱 性 の 高 い 衣 料 用 芯 地

「シ ンサ レー ト ・ライ ト」 は,米 国 や ヨー ロ ッパ の ス リー エ ム各 社 へ供 給 され た㈹。

こ う した体 制 は,ス リー エ ム が 「グ ロ ー バ ル ・ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム」 と呼 ぶ情 報

ネ ッ トワ ー クが 支 え て い た。 米 国 ス リー エ ム は,情 報 ネ ッ トワ ー ク を戦 略 上 の重 要 課 題 と

位 置 づ け,当 時 は非 常 に珍 しか っ た イ ンタ ー ネ ッ トに よ る情 報 交 換 を全 社 的 に実 施 して い

た。2万2千 台 に及 ぶ と され るパ ソ コ ンや ワ ー ク ス テ ー シ ョ ンが,米 国 ス リー エ ム を中 心

と して 世 界52力 国 を 結 び っ け て い た㈹。 米 国 ス リー エ ム は,1989年 現 在6対4の 割 合 に

な って い る米 国 内 と海 外 の売 上 比 率 を,1992年 まで に5対5に す る グ ロ ーバ ル戦 略 を打 ち

出 して い た。 そ の た め に も,米 国 ス リー エ ム と各 海 外 子 会 社 の い っ そ うの 連 携 が 必 要 で

あ っ た傷①。

㈹

㈹

㈹

㈲

㈹

qg

6①

『日経 産 業 新 聞 」1987年5月1日 。

同 上,1986年5月8日 。

『日本 経 済 新 聞 」1989年8月15日 。

『日経 金 融 新 聞 」1988年3月10日 。

『日経 産 業 新 聞 」1988年4月2日 。

同 上,1989年6月21日 。

『日経 ビジ ネ ス」1989年5月8日,p.145。
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1990年 代 に 入 る と,住 友 ス リー エ ム は 製 品 開 発 を い っそ う活 発 化 さ せ て い く。 た とえ

ば,当 時 の米 国 ス リー エ ム が扱 う総 製 品 数 は6万 点 で あ っ た。 そ れ に は 及 ぼ な い もの の,

住 友 ス リー エ ム は4万 点 近 くを扱 って い た。 これ らの製 品 は,多 くが 日本 国 内 で 生 産 され

た もので あ り,こ の時 期 の国 産 比 率 は75%に 達 して い た。 住 友 ス リー エ ムで は新 製 品 が 売

上 高 に 占 め る比 率 は お よ そ45%と,米 国 ス リー エ ム の約30%に 比 べ て 高 い。 そ して,こ う

した製 品 の多 くは,基 本 技 術 以 外 をす べ て 日本 で 開 発 され た も のだ と い う。 さ らに,日 本

で 開 発 され,海 外 の ス リー エ ムで 利 用 され る製 品 も引 き続 き誕 生 して い た。 た とえ ば,既

述 の フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク関 連 製 品 に加 え て,SVHS式 の ビデオ テ ープ な どで あ る6D。

1989年 に,住 友 電 工 の 副 社 長 を 経 て住 友 ス リー エ ム の社 長 に就 任 した伊 藤 朝 夫 に よ る

と,同 社 の経 営 ス タ イ ル は 「朝 礼 暮 改 」 で い い と い う。 変 化 の激 しい技 術 や 市 場 動 向 の な

か で,市 場 ニ ー ズ に対 応 して 素 早 く対 応 して い くこ と を,住 友 ス リー エ ム の身 上 と して い

る。 た とえ ば,米 国 ス リー エ ム の代 表 製 品 で あ る 「ポ ス トイ ッ ト」 は,米 国 で は通 常 の メ

モパ ッ ドの用 途 のみ に使 わ れ て い た。 しか し,住 友 ス リー エ ム は,日 本 の ユ ー ザ ー の利 用

法 を見 て 改 良 を 加 え て,し お り タ イ プや 色 分 け した もの を 日本 独 自 に製 品 化 した。 他 方,

紙 お むっ の製 品 機 能 の進 歩 に も住 友 ス リー エ ム が一 翼 を担 った。 着 脱 式 の新 しい粘 着 テ ー

プを 開発 して,日 本 の各 紙 お むっ メー カ ー に供 給 した。 この よ うな ひ とっ ひ とっ の積 み重 ね

で 「い っ の間 にか市 場 に浸 透 して い く」 ことが住 友 ス リー エ ムの方 針 で あ る とい う働。

海 外 市 場 を重 視 す る た め,米 国 ス リー エ ム も こ の よ う な海 外 子 会 社 主 導 の製 品 開 発 を積

極 化 す る方 針 で あ っ た。 よ り現 地 に密 着 した新 製 品 を開 発 す る こ とが,市 場 へ の浸 透 度 を

高 め る こ と にっ なが る と の判 断 か らだ っ た。 今 後 も,海 外 で の製 品 開 発 を増 加 させ る意 向

だ と い う⑬。

1993年 時 点 で,ス リー エ ム グ ル ー プ は45の 海 外 研 究 所 を 有 して い た。 日本 の み な らず,

ドイ ッや ス ウ ェ ー デ ンで も現 地 発 の新 製 品 が 誕 生 して い た。 米 国 ス リー エ ム国 際 部 門 担 当

副 社 長 の ハ リー ・ハ マ リー に よ る と,「 米 と海 外 の 研 究 所 が連 携 して 新 製 品 を 開発 す る段

階 に入 って き た」 と され る励。

しか し,住 友 ス リー エ ム は現 状 で は満 足 して い なか っ た。1993年 に同 社 社 長 に就 任 した

田村 亮 司 は,ま だ まだ 住 友 ス リー エ ム は 「米 国 ス リー エ ム製 品 の国 内 販 売 会 社 の よ う な状

態 」 と し,現 状 で は さ らな る高 成 長 は望 め な い と考 え て い た6励。 事 実,設 立 後 の数 年 間 を

⑳

62

㈱

岡

『日経 産 業 新 聞 」1990年1月19日 。

同 上,1990年1月19日 。

同 上,1990年5月28日 。

同 上,1993年11月18日 。
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除 いて,一 貫 して 年 率2桁 の成 長 を維 持 して き た住 友 ス リー エ ム は,1993年 に は前 年 比 マ

イ ナ ス を記 録 し,以 降 の成 長 率 も1%台 に留 ま って い た6⑤。

そ こで,住 友 ス リー エ ム は,社 内 ベ ンチ ャー の 立 ち上 げ(1996年),カ ス タマ ー テ ク ニ

カ ル セ ン タ ーの 設 立(1997年)な ど,さ ま ざ ま な独 自の 取 り組 み を は じめ た 。 これ らは,

米 国 ス リー エ ム に 先 駆 け た ラ イ トフ ァイ バ ー の 開 発,自 動 車 関 連 製 品 の 開 発 とそ の グ

ロ ーバ ル展 開 な ど の成 果 へ と結 実 して い く。 しか し,住 友 ス リー エ ム は,同 社 の製 品 開 発

力 の中 核 を なす 磁 気 製 品 分 野 で は 日本 企 業 と の競 争 に苦 戦 し,同 事 業 分 野 を ス ピ ンオ フす

る(1997年)。 この 事 業 は,住 友 ス リー エ ム の製 品 開 発 力 の 中核 を な す もの で あ っ た。 こ

の よ うな中 核 的 な製 品 開 発 領 域 を ス ピ ンオ フ を経 て も なお,同 社 の活 発 な製 品 開 発 は続 い

た。 そ して 現 在,住 友 ス リー エ ム は,米 国 ス リー エ ム よ りグ ル ー プ を けん 引 す る グ ロ ーバ

ル ・リー ダ ー の役 割 を期 待 され る よ う に成 長 した。 こ の よ う な,住 友 ス リー エ ム の1990年

代 以 降 の製 品 開 発 活 動 の詳 細 な事 例 研 究 は稿 を改 めて 行 う こ と と した い。

4.事 例 分 析

本 節 で は,第2節 で 示 した図1の 分 析 枠 組 に基 づ き,① 内 部 環 境 要 因 と外 部 環 境 要 因 の

各 構 成 要 素 が 製 品 開 発 活 動 に及 ぼす 影 響,② そ の過 程 にお いて 生 じる構 成 要 素 間 の相 互 作

用,③ それ らの影 響 に基 づ く製 品 開 発 活 動 が 成 果 に及 ぼす 影 響 を分 析 す る。

(1)フ ェ ー ズ1(1970年 ～1973年)

1970年,住 友 ス リー エ ム は米 国 ス リー エ ム製 品 の 録 音 テ ー プ を改 良 し,日 本 市 場 へ 導

入 した。 したが って,住 友 ス リー エ ム は フ ェ ー ズ1の 成 果 を生 成 した。 分 析 枠 組 に基 づ き

分 析 した結 果,次 の4点 の構 成 要 素 の影 響 が 明 らか に な っ た。

第1に,本 国親 会 社 す な わ ち米 国 ス リー エ ム に よ る強 い影 響 で あ る。 住 友 ス リー エ ム は,

米 国 ス リー エ ム(50%),日 本 電 気(25%),住 友 電 工(25%)の 出資 に よ って設 立 され た。

住 友 ス リー エ ム の社 長 は,住 友 側(日 本 電 気 お よ び住 友 電 工)か ら選 出 され た。 しか しな

が ら,前 節 で 見 た よ う に,住 友 ス リー エ ム は合 弁 企 業 で あ りなが ら事 実 上 は米 国 ス リー エ

ム の強 力 な統 制 下 に あ っ た。 米 国 ス リー エ ム は,強 力 な研 究 開 発 体 制 に基 づ く豊 富 な製 品

開 発 成 果 を有 し,住 友 ス リー エ ム は それ に大 幅 に依 存 して い た。 したが って,本 国 親 会 社

の強 い影 響 に基 づ く製 品 開 発 活 動 は,海 外 子 会 社 に よ る フ ェ ー ズ1の 成 果 生 成 を促 進 す る

㈲ 日経 ビジ ネ ス編(1998),pp.121-122。

岡 高 井(2001a),p.49。
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こ とが 明 らか に な っ た。

第2に,内 部 サ プ ラ イ ヤ ーす なわ ち山 形 ス リー エ ム に よ る強 い影 響 で あ る。 住 友 ス リー

エ ム は,自 社 内 の相 模 原 工 場 内 に研 究 室,工 場 設 備 を設 立 したが,ニ ー ズ増 大 に応 じて 録

音 テ ー プ類 の生 産 体 制 を増 強 す る た め に,あ え て 社 外 に生 産 子 会 社 の山 形 ス リー エ ム を設

立 した のだ っ た。 前 節 で 見 た よ う に,こ の よ う な生 産 子 会 社 と そ の協 力 関 係 に よ って,住

友 ス リー エ ム の 自主 改 良 は可 能 と な っ た。 したが って,内 部 サ プ ラ イ ヤ ー の強 い影 響 に基

づ く製 品 開 発 活 動 は,フ ェ ー ズ1の 成 果 生 成 を促 進 す る こ とが 明 らか に な っ た。

第3に,内 部R&D拠 点 す な わ ち住 友 ス リー エ ムの 自主 改 良 製 品 に 関 す る技 術 情 報 の 提

供 を受 け た,他 の 海 外 子 会 社 に よ る弱 い影 響 で あ る。 住 友 ス リー エ ムが1972年 に 自主 改

良 した包 装 テ ー プ の技 術 情 報 は,イ ギ リス,フ ラ ンス,カ ナ ダ,オ ー ス トラ リア と い っ た

他 の ス リー エ ム の海 外 子 会 社 へ と伝 え られ,各 海 外 子 会 社 の同 種 テ ー プ類 の開 発 に寄 与 し

た。 こ の よ う に,住 友 ス リー エ ム は,米 国 ス リー エ ム のみ な らず グ ル ー プ内 の他 の海 外 子

会 社 と の有 機 的 なっ なが りを有 して い た。 しか しなが ら,同 社 の フ ェー ズ1の 成 果 生 成 に,

こ れ らの 内 部R&D拠 点 の 影 響 は微 弱 で あ っ た と考 え られ る。 した が って,内 部R&D拠

点 の 弱 い 影 響 に基 づ く製 品 開 発 活 動 は フ ェー ズ1の 成 果 生 成 を促 進 す る こ とが 明 らか に

な っ た。

第4に,外 部 顧 客 す な わ ち 日本 市 場 の顧 客 ニ ー ズ の強 い影 響 で あ る。 住 友 ス リー エ ム は,

高 度 経 済 成 長 や オ リ ン ピ ック開 催 に と も な う 日本 市 場 の顧 客 ニ ー ズ に対 応 す る た め に,録

音 テ ー プや 工 業 品 テ ー プ類 を 自主 改 良 した。 ま た,こ の ニ ー ズ増 大 を受 けて,住 友 ス リー

エ ム は山 形 ス リー エ ム を設 立 し,そ れ も同 社 の 自主 改 良 にっ なが っ た のだ っ た。 したが っ

て,外 部 顧 客 は海 外 子 会 社 の フ ェ ー ズ1の 製 品 開 発 成 果 の生 成 を促 進 し,そ の影 響 過 程 に

お いて 内 部 サ プ ラ イ ヤ ー の影 響 を促 進 す る こ とが 明 らか に な っ た。

(2)フ ェ ー ズ2(1974年 ～1983年)

1974年,住 友 ス リー エ ム は水 性 接 着 剤 を 自主 開 発 して 日本 市 場 へ 導 入 した。 した が って,

同 社 は フ ェ ー ズ2の 製 品 開 発 成 果 を生 成 した。 枠 組 に基 づ いて 分 析 した結 果,次 の5点 が

明 らか に な っ た。

第1に,本 国 親 会 社 す な わ ち米 国 ス リー エ ム に よ る強 い影 響 で あ る。 上 述 した よ うに,

住 友 ス リー エ ム は米 国 ス リー エ ム の強 力 な統 制 下 に あ っ た。 しか し,や が て こ の よ う な従

属 関 係 か らの脱 却 が 志 向 され は じめ,む しろ共 同 開 発 や 情 報 交 換 な ど の協 力 関 係 が 志 向 さ

れ は じめ た。 他 方,住 友 ス リー エ ム は,米 国 ス リー エ ム の製 品 に依 拠 した製 品 の 自主 改 良
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も継続 していた。そのため,技術的な依存は続いていたことが考え られる。さらに,パ スファ

インダー表彰制度に見 られるように,米 国スリーエムは海外子会社の製品開発を奨励 して

いた。以上か ら,両 社の関係のあり方は変化 したものの,依 然として米国スリーエムは住

友スリーエムに対 して強い影響を及ぼしていたことが考え られる。さらに,米 国スリーエ

ムは,米 本国,日 本,当 時の西 ドイツの3か 国間の緊密な連携関係による研究開発を促進

していた。したがって,本国親会社の強い影響に基づ く製品開発活動は海外子会社のフェー

ズ2の 成果生成を促進 し,そ の影響過程において内部R&D拠 点の影響を促進 したことが

考え られる。

第2に,内 部R&D拠 点すなわち西 ドイツ(当 時)の 研究開発拠点の弱い影響である。

既述の通 り,米 国スリーエムは,米 本国,住 友スリーエム,西 ドイツの内部研究開発拠点

間の緊密な連携による研究開発を促進 した。 しか しなが ら,こ れによって,住 友スリーエ

ムの自主製品開発は,西 ドイツの研究開発拠点より多少の影響を受けたことが考え られる

一方で大きな影響を受 けたとは考えにくい。 したがって,内 部R&D拠 点の弱い影響に基

づ く製品開発活動はフェーズ2の 成果生成を促進 し,そ の影響過程において本国親会社の

影響を促進 したことが明 らかになった。

第3に,外 部顧客すなわち日本市場の顧客ニーズによる強い影響である。住友スリーエ

ムは,① 既存製品の有害性が懸念され,政 府によって厳 しく規制を受けたため,② 既存製

品ではユーザーの安全性に問題があるため,③ 既存製品の原材料が不足 して高騰 した結

果,代 替製品が必要とされたためという主に3っ の理由によって,水 性接着剤を開発 した

のだった。②と③は外部顧客に関する理由であると考え られる。このような外部顧客の要

請に対応する過程において,住 友スリーエムは競合企業の同種製品を意識 した製品開発活

動を実施 した。 したがって,外 部顧客の強い影響に基づ く製品開発活動は,フ ェーズ2の

成果生成を促進 し,そ の影響過程において競合企業の影響を促進 したことが判明 した。

第4に,競 合企業すなわち同種の接着剤の開発競争を展開 した日本企業による弱い影響

である。住友スリーエムは,上 述の①政府の規制,② ユーザーの安全性,③ 代替製品の必

要性という3っ の理由によって自主開発に着手 し,フ ェーズ2の 成果を生成 した。そのた

め,競 合企業は住友スリーエムの自主開発の直接的な影響を及ぼしていないことが考え ら

れる。むしろ,外 部顧客へ対応する過程において,競 合企業の製品開発動向を意識するこ

とになったという性格が強い。 したがって,競争企業の弱い影響に基づく製品開発活動は,

フェーズ2の 成果生成を促進 したことが明 らかになった。

第5に,政 府機関すなわち既存製品に規制を課 した日本政府による強い影響である。政
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府による法に基づ く規制は,当 然のことなが ら絶対的な行使力をもっ。公害と使用中の事

故を防 ぐため日本政府が打ち出した規制が契機となって,住 友スリーエムは,米 国スリー

エムも日本企業も有 しない水性接着剤の開発に着手 したのだった。 したがって,政 府機関

の強い影響に基づ く製品開発活動 は,フ ェーズ2の 成果生成を促進 したことが明 らかに

なった。

(3)フ ェ ー ズ4(1984年 ～ 現 在)

1984年,住 友 ス リー エ ム は,磁 気 製 品 分 野 の 開 発 に お い て世 界 の戦 略 拠 点 の役 割 を 担

うよ うに な っ た。 こ の動 き と前 後 して,住 友 ス リー エ ム は 自主 開 発 製 品 を継 続 的 に 日本 市

場 へ 導 入 す る よ う に な っ た。 した が っ て,住 友 ス リー エ ム は,1984年 に フ ェ ー ズ3の 段

階 を経 る こ と な くフ ェ ー ズ4の 成 果 を生 成 した。 同 社 の製 品 開 発 活 動 を枠 組 に基 づ いて 分

析 した結 果,次 の6点 が 明 らか に な っ た。

第1に,本 国親 会 社 す な わ ち米 国 ス リー エ ム に よ る強 い影 響 で あ る。 米 国 ス リー エ ム は,

住 友 ス リー エ ム と共 同 開 発 を活 発 に行 う よ う に な っ た。 日本 は,磁 気 製 品 分 野 で は も っ と

も進 ん だ 市 場 だ っ た。 そ の た め,米 国 ス リー エ ム は,日 本 の動 向 を全 ス リー エ ム グ ル ー プ

と して の指 標 と し,住 友 ス リー エ ムを戦 略 的拠 点 に位 置 づ けた。 また,米 国 ス リー エ ム は,

日本 市 場 の顧 客 ニ ー ズ と競 合 企 業 の動 向 を把 握 し,戦 略 を学 ぶ た め に,同 社 の マ ー ケ テ ィ

ング責 任 者 を住 友 ス リー エ ムへ 派 遣 した。 技 術 動 向 の把 握 の た め に は,技 術 者 を派 遣 した。

さ らに,日 本 企 業 と の競 争 を有 利 に進 め る た め に,自 社,住 友 ス リー エ ムお よ び新 日鉄 と

合 弁 企 業 を設 立 した。 こ の合 弁 は,新 日鉄 の 日本 的 経 営 手 法 のみ な らず 生 産 技 術 の吸 収 も

目的 と して い た。 そ の た め,新 日鉄 を 外 部R&D拠 点 と して と らえ る こ とが で き る。 した

が っ て,米 国 ス リー エ ム は,外 部 顧 客,競 合 企 業,外 部R&D拠 点 の影 響 を促 進 した こ と

を意 味 して い る。

さ らに,米 国 ス リー エ ム は,磁 気 製 品 分 野 で は,日 本 市 場 を基 準 と して 各 海 外 子 会 社 の

製 品 を統 一 させ て,そ の た め の技 術 者 間 の交 流 を促 進 す る よ う に な っ た。 さ らに,米 国 ス

リー エ ム は,各 海 外 子 会 社 か ら集 ま っ た マ ー ケ テ ィ ング情 報 と技 術 情 報 を融 合 して 製 品 化

す る体 制 を 築 き,「 グ ロー バ ル ・ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム」 と呼 ぶ グル ー プ 内 の情 報 ネ ッ

トワ ー ク を築 い た。 この こ と は,米 国 ス リー エ ム が,内 部 顧 客 お よ び内 部R&D拠 点 と し

て の海 外 子 会 社 の影 響 を促 進 した こ と を意 味 して い る。 したが って,本 国 親 会 社 の強 い影

響 に基 づ く製 品 開 発 活 動 は,フ ェ ー ズ4の 製 品 開 発 成 果 の生 成 を促 進 し,そ の影 響 過 程 に

お い て 内部 顧 客,内 部R&D拠 点,外 部 顧 客,競 合 企 業,外 部R&D拠 点 の影 響 を促 進 し
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たことが考え られる。

第2に,内 部顧客すなわち住友スリーエムの自主開発製品を導入 した顧客としての他の

海外子会社による強い影響である。上述の本国親会社(米 国スリーエム)の 分析で見たよ

うに,同 社によって,住 友スリーエムと他の海外子会社の連携は強固になった。このよう

な内部顧客の強い影響に基づ く製品開発活動の結果,住 友スリーエムはフェーズ4の 成果

を生成 した。また,内部顧客 としての海外子会社 とその立地する市場の動向が,米国スリー

エムが住友スリーエムと各海外子会社を有機的に結合するように影響を及ぼしたことが考

え られる。それは,結 果 として技術情報を有する内部R&D拠 点 としての海外子会社の影

響を及ぼすことにっながった。 したがって,内 部顧客の強い影響に基づ く製品開発活動は

フェーズ4の 成果生成を促進 し,そ の影響過程において本国親会社と内部R&D拠 点の影

響を促進 したことが考え られる。

第3に,内 部R&D拠 点すなわち技術情報を有するR&D拠 点 としての他の海外子会社

による強い影響である。上述の内部顧客の場合 と同様の理由により,内 部R&D拠 点は住

友スリーエムの製品開発活動に強い影響を及ぼした。また,そ の影響過程において本国親

会社と内部顧客の影響を促進 したことが考えられる。 したがって,内 部R&D拠 点の強い

影響に基づ く製品開発活動はフェーズ4の 成果生成を促進 し,そ の影響過程において本国

親会社と内部顧客の影響を促進 したことが考え られる。

第4に,外 部顧客すなわち日本市場の顧客ニーズによる強い影響である。当時の磁気製

品分野では,日 本市場の顧客が世界で もっとも進んだニーズを有 していた。このニーズを

はじめ日本市場のニーズに対応するために,住 友ス リーエムは自主製品開発を活発化 さ

せた。米国スリーエムは,こ のような動向に対応するために自社の人材を住友スリーエム

へ派遣 した。さらに,各 国海外子会社へ日本市場の動向へと統一させるようはたらきかけ

た。他方,住 友スリーエムは,日 本市場の顧客ニーズとそれにともなう競合企業との競争

に対応するために米国ス リーエムおよび外部R&D拠 点としての新 日鉄 と合弁会社を設立

した。 したがって,外 部顧客の強い影響に基づ く製品開発活動はフェーズ4の 成果生成を

促進 し,そ の影響過程において本国親会社,内 部顧客,内 部R&D拠 点,競 合企業,外 部

R&D拠 点の影響を促進 したことが明らかになった。

第5に,競 合企業すなわち日本の磁気製品等の競合企業による強い影響である。既述の

通 り,日 本市場の顧客と競争企業の動向が住友スリーエムを含むスリーエムグループの全

社的な製品開発の基準となった。これ らの動向に対応するために,住 友スリーエムは自主

開発を積極化するようになり,米国ス リーエムと新 日鉄 との合弁企業を設立 した。したがっ
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て,競 合企業の強い影響に基づ く製品開発活動はフェーズ4の 成果生成を促進 し,そ の影

響過程において本国親会社,内 部顧客,内 部R&D拠 点,外 部顧客,外 部R&D拠 点の影

響を促進 したことが考え られる。

第6に,外 部R&D拠 点たとえば提携企業である新日鉄による強い影響である。住友ス

リーエムと米国スリーエムは,日本市場の顧客ニーズと競合企業の動向に対応するために,

新日鉄と提携 し日本的な経営手法や生産技術を吸収 しようとした。既述の通り,新 日鉄は

住友スリーエムにとって外部R&D拠 点としての役割を果たしていたと考えることができ

る。 したがって,外 部R&D拠 点の強い影響に基づ く製品開発活動は,フ ェーズ4の 成果

生成を促進 し,そ の影響過程において,本 国親会社,外 部顧客,競 争企業の影響を促進 し

たことが考え られる。

5.お わ り に

以上の通 り,内 外環境要因の各構成要素とその相互作用が住友スリーエムがグローバル

な製品開発成果を生成するまでのプロセスに及ぼす影響を分析 してきた。分析結果を総括

し考察を加えた結果,次 の7点 が明 らかになった。

第1に,本 国親会社の強い影響に基づ く製品開発活動は,海 外子会社および外部環境要

因との関係のあり方によってすべてのフェーズの成果生成を促進する印。また,本 国親会

社は,同 じく海外子会社および外部環境要因との関係のあり方によって,内 部顧客,内 部

R&D拠 点,外 部顧客,競 争企業,外 部R&D拠 点の影響を促進することが考えられる。

多田(2010a,2010b)に よる食品産業に属する海外子会社2社 の事例研究では,本 国

親会社の強い影響に基づ く製品開発活動は,フ ェーズ2と3の 成果生成を抑制 し,外 部要

因の構成要素である外部顧客および競争企業の影響を低減する可能性が示されていた。 し

か しなが ら,住 友スリーエムの事例ではこの可能性を見い出せなかった。米国スリーエム

と住友スリーエムの関係は,米 国スリーエムによる統制が重視された関係か ら,協 力関係

や必要に応 じて住友ス リーエムが主導する関係へと変遷 していった。また,多 田(2011)

では,本 国親会社の強い統制は製品開発成果の生成を抑制するが,強 力な協力関係には成

果生成の促進効果,あ るいは強い統制による抑制効果を緩和する効果をもっことが指摘さ

㈲ フェーズ4は,フ ェーズ3の 成 果 も含有 した概念 であ る。 そのため,本 国親 会社が フ ェー ズ

1,2,4の 成果生成を促進 した分析結果を踏 まえ ると,本 国親会社 はすべての フェーズの成果生

成 を促進 す る ことが考 え られ る。後 述 す る外 部顧 客の場 合 も同様 の観点 か ら考 え る ことがで

きる。

一322(502)一



海外子会社の製品開発活動と成果に関する一考察(多 田)

れていた。以上のことは,た とえ本国親会社が強い影響を及ぼしても,そ の関係のあり方

によって海外子会社による製品開発成果の生成は促進され得ることを示 している。

また,米 国スリーエムは,自 社の人材の派遣や提携を通 じて,自 ら積極的に日本市場の

顧客,競 争企業,外 部R&D拠 点 との関係構築を試みた。それが結果 としてフェーズ4の

成果生成へとっながった。さらに,既 述の通 り外部顧客,競 争企業,外 部R&D拠 点は成

果生成を促進する効果が確認された。 したがって,本 国親会社のはたらきかけによる外部

顧客,競 争企業,外 部R&D拠 点との関係構築が,本 国親会社による成果生成の抑制効果

および外部要因の構成要素の影響を低減する効果を相殺する役割をもつ可能性が示された。

第2に,内 部顧客の強い影響に基づ く製品開発活動はフェーズ4の 成果生成を促進す

る。さらに,本 国親会社 と内部R&D拠 点の影響を促進することが考えられる。 この結果

は,多 田(2010a,2010b)と ほぼ整合 している68。第3に,内 部サプライヤーの強い影響

に基づ く製品開発活動はフェーズ1の 成果生成を促進する。さらにその影響過程において

外部顧客の影響を促進することも判明 した。第4に,内 部R&D拠 点の弱い影響 に基づ く

製品開発活動はフェーズ1お よび2の 成果を,強 い影響に基づ く製品開発活動はフェーズ

4の 成果生成を促進する。さらに,内 部R&D拠 点は,本 国親会社 と内部顧客の影響を促

進する可能性が高いことが判明 した。

第5に,外 部顧客の強い影響に基づ く製品開発活動はすべてのフェーズの成果生成を促

進する。さらに,そ の影響過程において,本 国親会社と海外子会社との関係のあり方およ

び本国親会社 と外部環境要因 との関係のあり方 によって,本 国親会社,内 部サプライ

ヤー,内 部顧客,内 部R&D拠 点,競 争企業,外 部R&D拠 点の影響を促進す る。住友ス

リーエムは,フ ェーズ3の 段階を経ることなく,フ ェーズ2か ら4へ の成果生成プロセス

が確認された。そして,多 田(2010b,2011)の 食品産業に属する海外子会社の事例では,

フェーズ4の 成果生成には,内 部環境要因と外部環境要因の双方の影響に基づ く製品開発

活動が必要になるが,両 環境要因の各構成要素との間には相互作用がはたらきにくいこと

が判明 していた。

しか しなが ら,住 友スリーエムの事例では,上 述 したような本国親会社の強い影響に基

づ く低減効果や内外環境要因間の相互作用がはたらきにくい状況は確認されず,む しろ本

国親会社が外部要因の構成要素の影響を促進する役割を果たしていることが確認された。

以上の結果と外部顧客と本国親会社の両者がすべてのフェーズの成果生成を促進する効果

㈹ ただ し,

な い。

多 田(2010a,2010b)で は,内 部顧客 と内部R&D拠 点間 の相互作用 は確認 されて い
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を考慮すると,両 者の密接な関係構築が製品開発成果の生成をより促進する可能性が高い

ことが考え られる。

第6に,競 合企業の弱い影響に基づ く製品開発活動はフェーズ2の 成果を,強 い影響に

基づ く製品開発活動はフェーズ3と4の 成果の生成を促進する。また,そ の影響過程にお

いて,本 国親会社,内 部顧客,内 部R&D拠 点,外 部顧客,外 部R&D拠 点の影響を促進す

ることが考えられる。 したが って,外 部顧客 と同様の観点から,競 合企業 と本国親会社と

の密接な関係構築が,成 果生成をより促進する可能性が高 くなることを示 している。

第7に,外 部R&D拠 点の強い影響に基づ く製品開発活動は,フ ェーズ4の 成果生成を

促進 し,そ の影響過程において,本 国親会社,外 部顧客,競 争企業の影響を促進すること

が考え られる。第8に,政 府機関の強い影響に基づ く製品開発活動はフェーズ2の 成果生

成を促進することが考え られる。政府機関は海外子会社に絶対の行使力ももち得るが,こ

の影響を海外子会社の製品開発成果の促進効果として多国籍企業側が統制 し活用すること

は困難である。

以上の通 り,本 稿では住友ス リーエムの1960年 代か ら1990年代初頭 までの事例研究 を

行 った。その結果,同 社がグローバルな製品開発成果を生成す るまでのプロセスを解明

し,こ のプロセスに内外環境要因の各構成要素が及ぼす影響を分析 した。 しか しなが ら,

本稿には次のような課題 も残されている。

第1に,海 外子会社内部の要因を分析する必要である。海外子会社は,多 国籍企業内外

の環境に存在 しなが らも,主 体的な意思決定を行 う存在である(Birkinshaw&Hood,

1998).た とえば,本 稿での分析枠組の範疇をこえるが,前 節で見たように,住 友ス リー

エム社長の意思決定,住 友スリーエム社内の生産 ・研究開発体制の拡充,独 自の奨励制度

あるいは自主改良 ・自主開発の成功とそれにともなう経営資源の蓄積といった海外子会社

内部の要因が,製 品開発成果の生成に大きく影響 していた。このような海外子会社内部の

要因を分析することが,今 後の研究課題として考え られる。

第2に,住 友ス リーエムに関してさらに詳細に事例研究を行 う必要である。本稿では,

住友ス リーエムがフェーズ4の 成果を生成するまでのプロセスの解明を目的としたため,

同社の1960年 代か ら1990年代初頭までの製品開発活動を分析対象とした。今後は,同 社に

おいてフェーズ4の 成果がいかにして生成されているか,ま た,内 外環境要因の各構成要

素は上述 した海外子会社内部の要因に具体的にいかなる影響を及ぼすのかを解明するため

に,住 友スリーエムに関 してさらに詳細な事例研究が必要である。

第3に,他 の事例研究および比較分析を通 じて,本 稿の分析結果を詳細に検証する必要

一324(504)一



海外子会社の製品開発活動 と成果 に関す る一考察(多 田)

が あ る。 ス リ ー エ ム は,イ ノ ベ ー シ ョ ン を 重 視 し,こ の 一 環 と し て15%ル ー ル な ど の ユ

ニークな取 り組みを行っている企業で知 られる。そのため,本 稿で得 られた分析結果は単

独事例固有のものである可能性を否定できない。そこで,今 後は同 じく化学産業に属する

海外子会社の事例研究や他産業 に属する海外子会社の事例研究および比較分析を通 じて,

単独事例固有の変数および産業固有の変数を統制 した分析が必要 になることが考えられ

る。 今 後 は,こ れ らの研 究 課 題 に取 り組 む こ と と した い。

付記 本稿 は,科 学研究費補助金(研 究活動 スター ト支援22830004)の 助成 による研究成果の一部

であ る。
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